
株式会社飯田町紙流通センター

（注）  記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

資資資資　　　　　　　　産産産産　　　　　　　　のののの　　　　　　　　部部部部

貸 倒 引 当 金

1,796,6301,796,6301,796,6301,796,630

流流流流 動動動動 資資資資 産産産産

無 形 固 定 資 産

工 具 器 具 備 品

車 両 運 搬 具

建 物 附 属 設 備

1,796,6301,796,6301,796,6301,796,630

（単位：千円）

未 収 入 金

負負負負　　　　　　　　債債債債　　　　　　　　のののの　　　　　　　　部部部部

353,121353,121353,121353,121

△ 7,800△ 7,800△ 7,800△ 7,800

前 払 費 用 358358358358

210,929210,929210,929210,929

有 形 固 定 資 産

1,2881,2881,2881,288

負負負負　　　　債債債債・・・・純  資  産純  資  産純  資  産純  資  産　　　　合合合合　　　　計計計計

そ の 他 流 動 負 債

資資資資　　　　　　　　産産産産　　　　　　　　合合合合　　　　　　　　計計計計

評評評評 価価価価 ・・・・ 換換換換 算算算算 差差差差 額額額額 等等等等

そそそそ のののの 他他他他 有有有有 価価価価 証証証証 券券券券 評評評評 価価価価 差差差差 額額額額 金金金金

1,3481,3481,3481,348

純   資   産   純   資   産   純   資   産   純   資   産   の   の   の   の   部部部部

106,856106,856106,856106,856流流流流 動動動動 負負負負 債債債債

24,85024,85024,85024,850

653653653653

△ 201△ 201△ 201△ 201

現 金 預 金

77,00777,00777,00777,007

679,199679,199679,199679,199

27,04627,04627,04627,046構 築 物

機 械 装 置

60606060

固固固固 定定定定 資資資資 産産産産

賞 与 引 当 金

830,000830,000830,000830,000

719,071719,071719,071719,071

資資資資 本本本本 金金金金

2,2222,2222,2222,222

4,5744,5744,5744,574

14,51714,51714,51714,517

建 物

10,56210,56210,56210,562

貸　借　対　照　表

固固固固 定定定定 負負負負 債債債債

未 払 法 人 税 等

662,344662,344662,344662,344

（平成２２年３月３１日現在）

預 り 金

31,68231,68231,68231,682

1,443,5081,443,5081,443,5081,443,508

そ の 他 投 資

契 約 証 拠 金

投 資 有 価 証 券

投 資 そ の 他 の 資 産

2,5082,5082,5082,508

そ の 他 利 益 剰 余 金585,956585,956585,956585,956

723,088723,088723,088723,088

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

585,956585,956585,956585,956

退 職 給 付 引 当 金

契 約 証 拠 預 り 金

長 期 未 収 入 金

利利利利 益益益益 剰剰剰剰 余余余余 金金金金

利 益 準 備 金

786,055786,055786,055786,055

155,071155,071155,071155,071

11,20011,20011,20011,200 別 途 積 立 金

131,224131,224131,224131,224

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

純   資   産   合   計純   資   産   合   計純   資   産   合   計純   資   産   合   計

508,968508,968508,968508,968

1,010,5741,010,5741,010,5741,010,574

180,776180,776180,776180,776

繰 越 利 益 剰 余 金 △ 353,897△ 353,897△ 353,897△ 353,897

未 払 費 用

5,2855,2855,2855,285

2,8742,8742,8742,874

未 払 消 費 税 等

1,1761,1761,1761,176

65,54365,54365,54365,543

株株株株 主主主主 資資資資 本本本本

558558558558

△ 201△ 201△ 201△ 201

負負負負　　　　　　　　債債債債　　　　　　　　合合合合　　　　　　　　計計計計

1,010,7761,010,7761,010,7761,010,776

25,70525,70525,70525,705

繰 延 税 金 負 債

95959595

未 払 金

仮 払 金

契 約 証 拠 預 り 金 63,30063,30063,30063,300

63,30063,30063,30063,300

貯 蔵 品 1,4771,4771,4771,477

50505050

1,8821,8821,8821,882

契 約 証 拠 金



（注）

税 引 前 当 期 純 損 失

経        常        損       失

雑 収 入

受 取 利 息 配 当 金

79,38979,38979,38979,389

2,2362,2362,2362,236

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

当 期 純 損 失

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

79,96979,96979,96979,969

580580580580

損　　益　　計　　算　　書

1,5201,5201,5201,520

 自   平成２１年４月   １日

 至   平成２２年３月 ３１日

金　　　　　　　　　　　　額

279,719279,719279,719279,719

7,7527,7527,7527,752

営 業 外 収 益

（単位：千円）

79,38979,38979,38979,389

3,7573,7573,7573,757

83,14683,14683,14683,146

691,715691,715691,715691,715

75,39475,39475,39475,394

16,55916,55916,55916,559

項　　　　　　　　　　　　　目

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営        業        損       失

コ ン テ ナ 修 繕 収 入

売 上 高

通 運 業 務 収 入

売 上 原 価 1,015,6651,015,6651,015,6651,015,665

そ の 他 の 収 入

倉 庫 業 務 収 入

売     上     総     損     失

19,91719,91719,91719,917 1,007,9121,007,9121,007,9121,007,912



（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

   1.資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

ア 満期保有目的債券 償却原価法（定額法）

イ その他有価証券

① 時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は、

移動平均法により算定）

② 時価のないもの 移動平均法による原価法

（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法

ア 貯　蔵　品 最終仕入原価法

   ２．固定資産の減価償却の方法

ア 有形固定資産 建物（建物附属設備は除く）は定額法、その他は定率法に

（リ－ス資産を除く） よっております。

イ 無形固定資産 定額法

（リ－ス資産を除く） ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

ウ リ－ス資産

所有権移転外ファイナンス・リ－ス

取引に係るリ－ス資産 リ－ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に

よっております。

   ３．引当金の計上基準

ア 金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により計上し、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

イ 従業員の賞与の支払に備えるため、将来の支給見込額の

うち当期の負担額を計上しております。

ウ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務（簡便法による期末自己都合要支給額）に

基づき、当事業年度末において発生していると認められる

額を計上しております。

エ 役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。

   ４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

ア 消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっ

ております。

個 別 注 記 表

･･････････････････

･･････････････････

･･････････････････

･･････････････････

･･････････････････

･･････････････････

･･････････････････

･････････････

賞 与 引 当 金

貸 倒 引 当 金

････････････…

退 職 給 付 引 当 金 ････････････…

役員退職慰労引当金 ･････････････

････････････…



（貸借対照表に関する注記）

    （１）有形固定資産の減価償却累計額 千円

    （２）関係会社に対する金銭債権・債務

関係会社に対する金銭債権 千円

関係会社に対する金銭債務 千円

（損益計算書に関する注記）

千円

千円

千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

当事業年度末の発行済株式の数 株

（税効果会計に関する注記）

        繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金の否認等であり、評価性引当金 千円を

全額控除しております。繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金であります。

（リ－スにより使用する固定資産に関する注記）

        貸借対照表に計上した固定資産のほか、物流統合システム等については、所有権移転外ファイナンス・

リ－ス契約により使用しております。

（金融商品に関する注記）

   １．金融商品の状況に関する事項

　当社は、資金運用については預金・国債等に限定しております。未収入金に係る顧客の信用リスクは、

与信管理に沿ってリスク低減を図っております。

また、その他有価証券は主として株式であり、上場株式については半期ごとに時価の把握を行っております。

   ２．金融商品の時価等に関する事項

　平成22年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。

（単位：千円）

（1）現金及び預金

（2）未収入金

（3）投資有価証券

満期保有目的債券

その他有価証券

（4）契約証拠金（1年以内回収含む）

（5）未払金 （ ） （ ）

（6）契約証拠預り金（1年以内返済含む） （ ） （ ）

（※）　負債に計上されているものについては、（　　）で示しております。

（注1）　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

（1）現金及び預金、並びに（2）未収入金

　これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

････････････････････････ 688,995

････････････････････････ 652,978

････････････････････････ 643

関 係 会 社 と の 取 引 高

売 上 高････････････････････････ 16,559

仕 入 高････････････････････････ 539,248

営 業 取 引 以 外 の 取 引････････････････････････ 558

1,660,000

117,346

貸借対照表計上額 時    価 差    額

210,929 210,929 -

77,007 77,007 -

99,736 101,000 1,264

28,487 28,487 -

649,256 598,799 △ 50,457

31,682 31,682 -

649,256 598,799 50,457



（3）投資有価証券

　これらの時価について、市場価格等によっております。

満期保有目的債券は、平成25年に償還予定です。

（4）契約証拠金（1年以内回収含む）、並びに（6）契約証拠預り金（1年以内返済含む）

　これらの時価について、返済期日までのキャッシュ・フロ－を割り引いた現在価値によっております。

（5）未払金

　これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（注2）　非上場株式（貸借対照表計上額３,000千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロ－を見積ることなど

ができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、｢（3）投資有価証券　その他有価証券｣には含め

ておりません。

（賃貸等不動産に関する注記）

    該当事項はありません。

（関連当事者との取引に関する注記）

１.親会社及び法人主要株主等 （単位：千円）

被所有

被所有

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注 １） 価格その他の取引条件は、市場情勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。

（注 ２） 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

2.兄弟会社等 （単位：千円）

なし

取引条件及び取引条件の決定方針等

ジェーアールエフ商事㈱に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

（１株当たり情報に関する注記）

   １．１株当たり純資産額 円

   ２．１株当たり当期純損失 円

（重要な後発事象に関する注記）

    該当事項はありません。

（その他の注記）

    該当事項はありません。

48.17

取引金額 科目 期末残高

資金の貸付

取引の内容

100,000 短期貸付金 -

608.78

（被所有）割合（％） との関係

親会社の
子会社

ジェーアールエフ商事㈱ 資金の貸付

属性 会社の名称
議決権等の所有 関連当事者

未収入金 32,376
（会社等） 13.4% 役員の兼任

紙の保管・荷役 338,995
主要株主

王子製紙（株）
紙の保管・荷役

親会社 日本貨物鉄道（株）

649,256
土地・建物の賃借 未払金 643

48.2% コンテナ検修の受託
コンテナ検修の受託 16,559

役員の兼任
未収入金 3,251

期末残高
（被所有）割合（％） との関係

土地・建物の賃借等 539,248

未収入金 113
契約証拠金

属性 会社の名称
議決権等の所有 関連当事者

取引の内容 取引金額 科目


